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300 ‹ ａ ≦ 500

500 ‹ ａ ≦ 1,000

1,000 ‹ ａ ≦ 2,000

2,000 ‹ ａ ≦ 3,000

3,000 ‹ ａ ≦ 4,000

4,000 ‹ ａ ≦ 5,000

5,000 ‹ ａ ≦ 10,000

10,000 ‹ ａ ≦ 20,000

20,000 ‹ ａ ≦ 50,000

50,000 ‹ ａ

避難安全検証法

a  ≦ 2,000 25,000 25,000

2,000 ‹ ａ ≦ 10,000 40,000 40,000

10,000 ‹ ａ ≦ 50,000 55,000 55,000

50,000 ‹ ａ 80,000 80,000

特定天井を 天空率による場合 構造計算が複数棟

有する場合 ある場合

150,000 30,000x(棟数-1）

軽微な変更

（計算等により審査が必要なもの）

15,000

55,000

3,000/戸

a 　　 ≦ 500 5,000

500 　‹ ａ ≦ 1,000 10,000

建
築
物

消防同意

長屋、共同住宅等

省エネ基準を仕様基準とする住宅等

住宅の種類 加算額

基本額 3,000

戸当たり　

5,000

一戸建ての住宅

 （４）　型式部材等製造者認証を受けた建築物の場合の減額（単位：円）

建
築
物

床面積の合計（単位：㎡）

120,000

240,000
確認申請手数料ｘ
20％x（棟数-1）

 2,000 ‹ ａ ≦ 10,000 160,000

10,000 ‹ ａ ≦ 50,000 210,000

50,000     ‹       ａ  370,000

　（３）確認申請手数料に加算する各手数料（単位：円）

建
築
物

床面積の合計
（単位：㎡）

ルート２審査を

行う場合

 　   ａ      ≦ 1,000 90,000

12,000

 1,000 ‹ ａ ≦ 2,000

確認を受けた後の変更に伴う再提出の場合 25,000

　（２）避難安全検証法、耐火・防火区画性能検証法による場合の加算額（単位：円）

建
築
物

　床面積の合計（単位：㎡） 　耐火・防火区画性能検証法

1,600,000

昇降機、昇降機以外の建築設備 23,000

確認を受けた後の変更に伴う再提出の場合 18,000

工作物 30,000

340,000

420,000

480,000

570,000

740,000

970,000

構造計算要（許容応力度計算等） 92,000

115,000

150,000

250,000

90,000

構造計算要（許容応力度計算等） 110,000

65,000

100 ‹ ａ ≦ 200

法第６条の４に該当（有三号） 37,000

法第６条の４に該当（有四号） 37,000

上記以外（構造計算なし） 50,000

100

法第６条の４に該当（有三号） 27,000

法第６条の４に該当（有四号） 27,000

上記以外（構造計算なし） 43,000

構造計算要（許容応力度計算等） 85,000

構造計算要（木造壁量計算）

構造計算要（木造壁量計算） 72,000

別表第１ （確認申請手数料）

ａ：延べ床面積（単位：㎡）

確認申請手数料（単位：円）

（１）確認申請

ａ  ≦

200 ‹ ａ ≦ 300

構造計算なし 68,000

構造計算要（木造壁量計算）
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（１）中間検査申請 （２）完了検査申請

法第６条の４に該当（有三号）

法第６条の４に該当（有四号）

上記以外

構造計算要

法第６条の４に該当（有三号）

法第６条の４に該当（有四号）

上記以外

構造計算要

構造計算なし

構造計算要

300 ‹ ａ ≦ 500 76,000 78,000

500 ‹ ａ ≦ 1,000 108,000 135,000

1,000 ‹ ａ ≦ 2,000 170,000 170,000

2,000 ‹ ａ ≦ 3,000 200,000 210,000

3,000 ‹ ａ ≦ 4,000 220,000 230,000

4,000 ‹ ａ ≦ 5,000 240,000 260,000

5,000 ‹ ａ ≦ 10,000 260,000 310,000

10,000 ‹ ａ ≦ 20,000 310,000 410,000

20,000 ‹ ａ ≦ 50,000 400,000 520,000

50,000 ‹  ａ 980,000 1,150,000

32,000

31,000

中間・完了検査

の再検査

ａ 　　 ≦ 500 5,000

500 　‹ ａ ≦ 1,000 10,000

仮使用申請

構造計算なし

構造計算要

300 ‹ ａ ≦ 500

500 ‹ ａ ≦ 1,000 110,000

1,000 ‹ ａ ≦ 5,000 330,000

5,000 ‹ ａ ≦ 10,000 440,000

10,000 ‹  ａ 790,000

300

中間検査・完了検査手数料（単位：円）

中間・完了検査の遠隔地加算（１回につき）

200

ａ：延べ床面積（単位：㎡）

200 ‹ ａ ≦

構造計算要

遠隔地となる市町村等 中間・完了検査の加算額

建
築
物

床面積の合計（単位：㎡）

別表第3 （仮使用認定手数料）

床面積の合計

法第６条の４に該当（有四号）
 ａ  ≦

―

昇降機、昇降機以外の建築設備

工作物

46,000

 ≦ 100

‹ ａ ≦

追加説明書

43,000 48,000

 （４）　型式部材等製造者認証を受けた建築物の場合の減額（単位：円）

53,000

建
築
物

58,000

88,000

34,000

39,000

ａ

―

100

別表第２ （中間検査・完了検査手数料）

法第６条の４に該当（有三号）

上記以外

別表第2（１）又は（２）の手
数料額の１／２と30,000円

との高い方の額

200

計画変更相当額

津山市加茂町、津山市阿波、真
庭市蒜山、新見市千屋、新見市
神郷、新見市哲西、鏡野町上齋
原、鏡野町下斎原、勝田郡奈義
町、真庭郡新庄村、英田郡西粟
倉村

20,000

200 ‹ ａ ≦ 300

72,000

 （３）　中間検査、完了検査に加算する各手数料（単位：円）

63,000

島嶼部（橋梁等が無い島）

8,000
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　別表第4

（省エネ基準適合義務建築物における完了検査申請手数料加算額）

加算額

別表第２の完了検査手数料　×　１０％

別表第２の完了検査手数料　×　２０％

※１ 加算額は千円未満切り捨てとする。
※２ 省エネ適合性判定が必要な建築物を対象とし、仕様基準によるもの、省エネ適判を性能評価、
   長期使用構造等確認、長期優良住宅認定、性能向上認定、低炭素建築物認定による建築物も同じ。
※３ 他機関で建築物エネルギー消費性能適合判定等を受けている場合は上表の2倍とする。

申請床面積
２００㎡以内
２００㎡超え
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